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市営住宅における子育て世帯区分の新設及び定期借家制度等の導

入に係るパブリックコメントの追加実施について 
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 資料２ 市営住宅における子育て世帯区分の新設及び定期借家制度等の導
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＠：  

-+ 

市営住宅における子育て世帯区分の新設及び定期借家制度等の導入に係るパブリックコメントの追加実施について

４ 平成２９年度及び第２期実施計画期間のスケジュール 

資料１ 

（１）背景・課題 

● 住宅基本計画・第４次市営住宅等ストック総合活用計画（平成２９年３月改定）におい

て、子育て世帯や市営住宅に関する背景・課題として、次のように整理 

・ 子育て世帯の不安感や負担感を軽減することが求められている。 

・ 全ての子どもが安心して健やかに成長できる住まい・住環境づくりが求められている。

・ 市営住宅の団地内活動の維持やコミュニティの形成に向け、子育て世帯等の入居機会

の拡大を図るなど多様な世帯構成につながる入居施策の促進が求められている。 

 ※ 平成１７年８月に国土交通省告示により、将来的に自助努力により住宅困窮事情が解

消していくと考えられる子育て世帯を一定期間入居させる場合などのように、期間満了

後の入居者の居住の安定確保にも十分配慮した上で、定期借家制度の活用を図るものと

すると示されている。 

 ※ 市営住宅における６５歳以上の入居者の割合 ４９．５％（平成２９年４月１日時点）

（２） 市営住宅の子育て世帯等に向けたこれまでの支援制度

 ● 若年世帯向け募集枠の新設

平成１７年８月に川崎市住宅政策審議会から頂いた、「高齢化の進展により自治会活動

が低下していることから自治会活動の担い手確保等のため若年世帯の入居促進を図るべ

き」という意見を踏まえ、若年世帯向け募集区分を設置（平成２３年１２月～）。 

※応募資格：申込者を含めた同居親族全員が４０才未満の世帯であること。 

● 優遇倍率制度の実施

社会情勢に照らして、特に居住の安定確保が必要な者として優先入居の取扱いを行うこ

とが適当とされている、母子世帯、父子世帯、多子世帯に加え、平成２４年１０月から未

就学児童がいる世帯について、一般世帯向け住宅の応募に際し、当選確率が高まるように

優遇倍率制度を実施。

 ● 収入の基準の緩和

子育て世帯の入居機会の拡大ため、同居者の中に義務教育終了前の子がいる場合の申し

込み可能な世帯収入額の引き上げを実施（平成２５年５月～）。 

子育て世帯への支援、団地内の自主的な管理活動やコミュニティの活性化に向けて、子育て世帯

向けの募集区分を新設するとともに、子育て世帯の入居機会拡大等を図るため、この募集区分に定

期借家制度を導入する。 

３ 定期借家制度の枠組み 

１ 現状と課題

（１）募集区分の新設 

現行の募集区分に加え、子育て世帯向けの募集区 

分を新設し、若い世代（若年世帯向けと子育て世 

帯向け）向けの募集戸数を現状より増加させる。 

（２）定期借家制度の概要 

① 申込資格

市営住宅の入居資格を具備し、未就学児童と同居する世帯とする。

 ※子育て世帯のうち、特に未就学児など小さな子どもがいる世帯の場合、民間賃貸住宅において

敬遠されがちなことから未就学児が同居する世帯を支援する。 

② 募集住戸

当面、毎年２０戸程度の見込

※バリアフリーの観点や住宅の立地条件など、子育て環境を総合的に判断し、募集対象住戸 を

選定する。 

③ 入居期間 

同居している子の義務教育が終了する年度末までとする。 

④ 期間満了時の対応

市営住宅の収入基準を充たす等の住宅困窮者で、通常の市営住宅への入居を希望する者について

は、期間満了前における申込みを認める等、居住の安定確保に配慮する。 

⑤ 実施時期 

平成３０年１２月募集開始、平成３１年３月入居開始（以後、定時募集に合わせて実施） 

（３）成果・検証

本制度による入居世帯へのアンケート等を実施して、制度導入後の成果について検証を実施。 

２ 定期借家制度導入の基本的な考え方 

【募集区分の新設（イメージ）】

パブリックコメントの追加実施 

本件について、３月１２日から４月１０日まで実施したパブリックコメントの閲覧場所と

してお知らせしていた施設のうち、かわさき情報プラザ、各区役所市政資料コーナー、市営

住宅管理課以外には、資料を備え付けしていなかったことが判明したため、パブリックコメ

ントの追加実施を行う。 

【閲覧予定場所】かわさき情報プラザ、公文書館、区役所市政資料コーナー、支所・出張所、

図書館（本館・分館）、市民館（本館・分館）、まちづくり局市営住宅管理課

【資料未設置場所】公文書館、支所・出張所、図書館（本館・分館）、市民館（本館・分館）
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市営住宅における子育て世帯区分の新設及び定期借家制度等の導入について 

―市民の皆様からの意見を追加募集します― 

子育て世帯への支援、団地内の管理活動やコミュニティの活性化を図るため、子育て

世帯向けの募集区分を新設するとともに、子育て世帯の入居機会の拡大を図るため、こ

の枠について川崎市営住宅条例を改正し、定期借家制度（期限付き入居）を導入致しま

す。本件については、すでに平成３０年３月１２日(月)から４月１０日(火)まで市民の皆様

からの御意見を募集いたしましたが、一部閲覧予定場所に閲覧資料が設置されていなか

ったことが判明したため、今回追加して御意見を募集いたします。なお、内容に変わり

はありません。 

１ 意見募集期間 

 平成３０年６月１日(金)から平成３０年７月１３日(金)まで  

※郵送は当日消印有効。持参は７月１３日(金)の１７時１５分までとします。 

２ 閲覧資料 

市営住宅における子育て世帯区分の新設及び定期借家制度等の導入について 

３ 閲覧場所 

  川崎市ホームページ、かわさき情報プラザ、公文書館、各区役所市政資料コーナー、 

支所・出張所、図書館（本館・分館）、市民館（本館・分館）、 

まちづくり局住宅政策部市営住宅管理課 

４ 意見提出方法 

（１）郵送 

〒 210 - 8577  川 崎 市 川 崎 区 宮 本 町 １  川 崎 市 ま ち づ く り 局 住 宅 政 策 部 市 営 住 宅 管 理 課

（２）持参 

川崎市川崎区宮本町６（明治安田生命ビル６階）ま ち づ く り 局 住 宅 政 策 部 市 営 住 宅 管 理 課

（３）ＦＡＸ（書式自由）０４４－２００－３９７０（ ま ち づ く り 局 住 宅 政 策 部 市 営 住 宅 管 理 課 ）

（４）電子メール 

インターネットで川崎市ホームページにアクセスし、パブリックコメントの専用ペー

ジから、専用のフオームを使って所定の方法により送信してください。 

５ 問合せ先 

 川崎市まちづくり局住宅政策部市営住宅管理課 

電話 ０４４－２００－２９４８  ＦＡＸ ０４４－２００－３９７０  

※１ 意見書の書式は自由ですが、必ず「題名」、「氏名（法人又は団体の場合は、名

称及び代表者の氏名）」 及び「連絡先（電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレス

又は住所）」を明記してください。 

※２ 電話による意見等は受け付けておりませんので御了承ください。 

※３ 御意見に対する個別の対応はいたしませんが、類似の内容を整理又は要約した上

で、本市の考え方を整理した結果をホームページ等で公表します。 

※４ 前回の意見募集期間中に提出いただいた意見については有効として扱わせてい

ただきますので、改めて提出いただく必要はありません。

資料２
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